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Abstract 
 
In modern society, poverty is becoming a big social problem. It is the same in Japan. In Japan, it is expected 
that poverty will continue to increase. Therefore, the importance of living rights in the Constitution increases 
more and more. In this thesis, I will consider ways to strengthen living rights. In particular, I discuss basic 
income. Basic income is a very useful system. Therefore, I think that Japan should introduce basic income in the 
future. 
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1. はじめに 
 
“子どもの貧困”、“女子の貧困”、“中高年の貧困”、“ワーキングプア問題”や“ニート問題”など、
現代日本における生存権をめぐる社会問題には枚挙にいとまがない。2017（平成 29）年 6月に厚生労
働省から公表された最新の国民生活基礎調査によれば、所得金額階級別の世帯数分布において、300 万
円未満の世帯が全体の 3分の 1を超えている。中央値（所得を低いものから高いものへと順に並べて
2等分する境界値）は 428 万円であり、 平均所得金額（545 万 8 千円）以下の割合は 3分の 2近く
になっている。また、相対的貧困率は 15.6％、子どもの貧困率は 13.9％であり、国民の 7人に 1人が
貧困の状態にある（１）。特にひとり親世帯の貧困率は 5 割を超え、母子世帯の 8 割以上が「生活が苦
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しい」と回答し、4割近くの世帯は「貯蓄なし」と回答している。経済協力開発機構（OECD）の 2014
（平成 26）年のデータ（OECD Family Database）では、子どもの貧困率の平均（加盟国 36カ国）は
13.3％で、日本はGDPが世界第 3位にもかかわらず、常に平均値を上回っている状態にある。さらに、
最新の調査では、生活保護受給者数が約 213万人（厚生労働省の被保護者調査）、非正規雇用者数が雇
用者全体の約 4割（総務省の労働力調査）にものぼっている。このような貧困や格差を我われは日常
生活の中で目にしたり、実感したりすることは少ないが、統計上の数字が示しているように、日本は
確実に貧困格差社会化しつつあるのである。よって、日本国憲法 25条に規定された生存権の持つ重要
性は、今後、ますます高まることが予想され、生存権の積極的な活用が強く期待される。 
筆者はこれまで生存権について 3 本の紀要論文を執筆してきたが（２）、いずれも生存権の人権とし
ての実効性を強化し、このような日本の貧困格差社会を是正する憲法解釈の確立を目的とするもので
あった。本稿では、それらの論文で主張した憲法解釈論を再確認し、体系的にまとめ上げるとともに、
そのさらなる理論的強化を図っていく。また、生存権についての近時の判例も概観する。そして、そ
れらを前提に、生存権を実現するための方法・手段として、ベーシックインカム（以下、BIと略記）
の実現可能性を憲法的観点から考察していく。この点、前者の憲法解釈論よりも、後者の憲法的観点
からの政策論（いわば憲法政策論）に議論の焦点を置いていきたいと考える（３）。BI は、究極的かつ
理想的な生存権の実現方法と考えうることから、その概念内容や法的性質等の基礎的事項の確認から
始め、日本国憲法の下における意義や実現可能性を議論していく。その際には、“脱成長社会”がキー
ワードとなろう。この点、憲法 13条では幸福追求権が保障されているが、その「幸福」の質や内容を
問い直し、発想の転換を図ることにより、BIの導入が可能になると考える。 
 
2. 生存権をめぐる憲法解釈論 ― 典型的な論点 
 
生存権についての論点としては、もっとも有名で典型的な①法的性質論を始めとして、②「健康で
文化的な最低限度の生活」の意義、③憲法 25条 1項と 2項との関係、④違憲審査基準、さらに、一部
の学説で主張されている⑤制度後退禁止原則の可否等があげられる。この点、筆者は、これまでの紀
要論文のなかで、これらの論点について、生存権を最大限に強化する論理を展開してきた。 
 
2.1. 生存権の法的性質 
学説上、㋐プログラム規定説（判例）、㋑抽象的権利説（通説）、㋒具体的権利説（少数有力説）、
㋓言葉どおりの具体的権利説（または給付請求権説、最新有力学説）の四つの学説が主張されている
（４）。 
そもそも自由権の代表たる表現の自由（憲法 21 条 1 項）の議論においては、そこから、集会の自
由、結社の自由、言論の自由、出版の自由、知る権利、報道の自由、取材の自由、アクセス権・反論
権、デモ行進の自由、政治活動の自由、選挙運動の自由、差別的表現の自由、営利広告の自由、性的
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表現の自由など、様ざまな権利・自由を導き、それぞれの性質・特性に応じて、その取り扱いが議論
されている。例えば、政治活動の自由と営利広告の自由とでは、同じく表現の自由の一環であるとは
いえ、かなり取り扱いに差異を設けるのが学説の通例である。とするならば、社会権の代表たる生存
権においても、そこから様ざまな権利・自由を導き、それぞれの性質・特性に応じて、その取り扱い
を個別に議論することは可能なはずである。 
例えば、公害による健康被害を受けない権利、（無料で）健康診断を受ける権利、健康を害する恐
れのある物質を有効に避ける権利、健康な食生活への権利、消費者の権利（消費者生存権）、災害犠牲
者やホームレスなどが生活救済を受ける権利、電気・ガス・水道の供給を受ける権利、下水道ないし
汚水処理施設の完備を求める権利、ゴミの収集・処理を求める権利、老人ホーム・公営住宅に入居で
きる権利、住居についての権利などを生存権の概念から導くことができるであろう［内野 2008：626］。 
そして、それぞれの性質・特性に応じて、その取り扱いを議論することで、緻密かつ柔軟な結論を
導くことができると考える。例えば、老人ホーム・公営住宅に入居できる権利よりも電気・ガス・水
道の供給を受ける権利の方が生存にとってより切実であることから、より強い保護に値しよう。した
がって、生存権は、その権利性を強化し、社会的経済的弱者の救済を貫徹する観点からして、原則的
には直接の裁判規範性を認める具体的権利と解すべきであるが、生存権から導かれる様ざまな権利・
自由のすべてに具体的権利性を認める必要はなく、その重要度に応じて、プログラム規定に過ぎない
権利もあれば、抽象的権利にとどまる権利も存すると解する。また、具体的権利と解する場合にも、
給付請求権まで認めるかどうかは権利の性質に応じて個別に判断するべきである。 
これまでの学説が憲法 25条 1項を直接の根拠とした給付請求を認めなかった理由としては、㋐「健
康で文化的な最低限度の生活」という概念の不明確性、㋑裁判所の審査能力の限界、㋒生存権の実現
方法の選択権は立法・行政にあること、㋓予算には限界があること等が挙げられている［棟居 1995：
156-160］。しかし、これらに対しては、つぎのような反論が可能である。すなわち、㋐刑法の「わい
せつ」概念と較べてもそれほど不明確とはいえない。㋑裁判所は専門家の知見を動員して判定可能で
ある。㋒すべての救済は金銭で換算可能であり金銭給付請求権に集約できる。㋓予算が憲法上の権利
を決定するのは本末転倒の議論であるし、判例は憲法 29条 3項につき直接請求権を認めている［渋谷
2017：258-259］。 
この点、現実に「健康で文化的な最低限度の生活」すらも営めていない者が、最大限の自助努力を
尽くしてもなおそこから脱出できない場合、それはもはや個人の責任ではなく国家の政治運営の責任
である。そして、さらにその者が貧困により生命の危険にあるような場合には、国家が見殺しにして
いいはずはなく、国家には憲法上、救済の義務が生じると解しえよう。このような場合に、憲法 25
条 1項を直接の根拠にして、「健康で文化的な最低限度の生活」に必要不可欠である範囲内の給付を金
銭で請求することを認めるならば、国民の生存権の確保に大いに資するであろう。その意味で、生存
権の法的性質については、給付請求を認める、言葉どおりの具体的権利説も十分に成立しうると解す
る。やはり生存権の法的性質は、具体的権利性を原則にして考えていくべきである。 
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2.2. 憲法 25条 1項の「健康で文化的な最低限度の生活」の意義 
 ㋐不確定な政策的要素を総合考慮した上で適当に定められるべきものだから、客観的・一義的には
確定しえないとする立場（朝日訴訟の最高裁判決の見解、相対的確定説）と、㋑それが人間としての
生活の最低限度という一線を有する以上、理論的には特定の国における特定の時点においては一応、
客観的・一義的に確定しうるとする立場（朝日訴訟の第一審判決の見解、絶対的確定説）とが対立し
ている（５）。 
筆者は、「健康で文化的な最低限度の生活」は、時代と地域を特定し、生きるために必要な栄養状
況、物価の状況などを考慮すれば、人間が最低限度で生きていける経済的条件として、相当程度まで
理論的に確定可能であると解する。この点、不法行為によって人が死亡した場合の損害賠償にあたっ
ても、いわゆる「命の値段」を算定しているのであり、この作業と難易度において大差はなかろう［内
野 2008：628，渋谷 2017：262］。 
ただし、裁判所が判決するにあたり、その時代と地域における「健康で文化的な最低限度の生活」
を積極的に確定して判示する必要は必ずしもないことには注意すべきである。すなわち、裁判所は、
国会や内閣がそのような生活保護基準を設定した理由と根拠資料をもとに、その基準にもとづく生活
が「健康で文化的な最低限度の生活」に達しているかどうかを、ただ法的に判断しさえすればよい。
その判断は、裁判所が客観的な「健康で文化的な最低限度の生活」を明確に確定せずとも可能である
［佐藤 1995：623］。 
そして、その判断には、政策的考慮は不要である。予算の限界等の政策的考慮が憲法上の権利を制
限するのは本末転倒の議論であり、憲法の理念が国会や内閣の政策を指導するべきだからである。そ
して、何が「健康で文化的な最低限度の生活」なのかは、違憲判決を受けた国の方が判決をもとに再
考の上で確定し、今後の政策に反映させればよいのである。 
 
2.3. 憲法 25条 1項と 2項との関係 
両者を一体的に考える見解（1項・2項一体論）と、分離して考える見解（1項・2項分離論）があ
り、判例・学説上、争点となっている。この点、堀木訴訟・控訴審判決（大阪高裁 1975［昭和 50］年
11月 10日判決）は分離論を採用したが（６）、堀木訴訟・最高裁大法廷判決（1982［昭和 57］年 7月 7
日）は、かかる見解を採用しなかった。学説では、一体論が通説といえるが、分離論も有力に主張さ
れている（７）。 
思うに、分離論は、1項は事後的な救貧施策（いわば「最低限度の生活の保障」の問題）、2項は事
前の防貧施策（いわば「より快適な生活の保障」の問題）と、両者の役割を明確に区別する。しかし、
救貧施策と防貧施策、最低限度の生活とより快適な生活、それらの区別はそれほど明確であるわけで
はなく、それぞれ両者が一体不可分になって国民の生存を支えているといえる。やはり筆者は、憲法
25条 1項と 2項とを不可分一体的にとらえ、1項は、「最低限度の生活の保障を求める権利」と「より
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快適な生活の保障を求める権利」の両方を併せて、国民が誰でも人間的な生活を送ることができるこ
とを主観的権利として保障したものであり、2 項は、国が社会国家として国民の社会権の実現に努力
すべき義務を負うことを規定したものとする従来の通説的見解を基本的には支持する。 
そして、前述したように、1 項から、電気・ガス・水道の供給を受ける権利、下水道ないし汚水処
理施設の完備を求める権利、ゴミの収集・処理を求める権利、老人ホーム・公営住宅に入居できる権
利等の、生存権を構成する個別具体的な権利・自由を導き出し、その重要度に応じて、プログラム規
定・抽象的権利・具体的権利いずれかの法的性質を附与すべきである。これに対して、2項は、「努め
なければならない」との文言からして、また、権利と解したところで現行法上、適当な訴訟形態が見
当たらないことからしても、権利ではなく、生存権をより確実に保障する福祉制度の確立を国家に義
務づける客観的法規範と解する（いわゆる客観的法規範説）。したがって、法的性質の点では、1項と
2項とは分離されるべきである。 
このように解しても、1 項で「最低限度の生活の保障を求める権利」と「より快適な生活の保障を
求める権利」の両方を主観的権利として保障している以上、人権保障にとって何ら不都合はないであ
ろう。かかる解釈は、14条 1項の法の下の平等において、人権の原理としての平等権（個々の国民は、
国家に対して平等な法的取り扱いを権利として主張することができる）と、統治の原理としての平等
原則（国家は政治を行う際に、国民 1人 1人を法的権利・義務の関係において等しく扱わなければな
らない）とが保障されているとする通説的解釈と軌を一にするものといえ、決して成り立ちえない解
釈ではあるまい。 
 
2.4. 違憲審査基準 
生存権が一定限度で裁判規範性を有することを前提に、立法府や行政府の広範な裁量権を認め、緩
やかな違憲審査基準（すなわち合理性の基準あるいは明白性の原則）にもとづいて判断をするべきと
するのが、一貫した最高裁の立場といえる（朝日訴訟・最高裁判決、堀木訴訟・最高裁判決）。学説の
中には、政治参加のプロセスに不可欠な権利の制約ではない以上、生存権の問題は政治プロセスで決
着を図るべきで、裁判所は国会の判断を尊重し緩やかや審査をすべきであるとして、最高裁の立場と
同様の基準を採用する見解もあるが［松井 2007：531-532］、その一方で、どんな場合にもすべての国
民が最低限度の生活を下回らないようにすることこそが、生存権の実現と考えるべきとして、立法裁
量・行政裁量の妥当性をより厳格に問うべきであるとする見解（すなわち厳格な合理性の基準）もあ
る［浦部 2016：223-237］。 
筆者の立場では、1 項を主観的権利、2 項を客観的法規範と解するのであるから、違憲審査基準が
問題になるのは 1 項のみであるが、この場合も法的性質論から発想していく。すなわち、1 項から導
き出された、生存権を構成する個別具体的な権利・自由が、プログラム規定や抽象的権利に分類され
る場合には緩やかな“明白性の基準”を、具体的権利に分類される場合にはより厳しい“厳格な合理
性の基準”を違憲審査基準として採用すべきである。このように解することにより、基準が明確にな
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るし、論理的一貫性や体系的統一性にも資するからである。さらに、場合によっては、生存権にも表
現の自由において使われる厳格な審査基準を適用することも今後の課題とすべきである。この点、表
現の自由がなくても人間は生存することが可能であるが、生存しえなければ表現行為は絶対に不可能
である。とするならば、生存は表現行為の不可欠の前提であり、表現行為の基盤といっても過言では
ない。生存権の価値を決して軽視してはならないのである。 
 
2.5. 制度後退禁止原則の可否 
これを肯定する学説も有力に主張されている（８）。制度後退禁止原則とは、いったん法令で具体化
した社会保障関係の制度については、のちに後退させたり給付水準を低下させたりすることは禁止さ
れるという原則であるが、その根拠は、法律によって具体化された生存権は憲法上の権利と一体化さ
れるがゆえに、それを後退させると違憲になりうるというところにある［内野 2008：627］。抽象的権
利説を採る論者が、生存権の規範的効力を少しでも高めようとして、あわせて制度後退禁止原則を主
張することが多い。 
しかし、筆者は、具体的権利説の下でも、制度後退禁止原則を採用する意義は十分にあると考えて
いる。すなわち、いったん法令で具体化した社会保障関係の制度につき、のちにその内容を切り下げ
（制度の廃止や給付水準の低下など）した場合には、国家の側にその合理性の説明責任を負わせ、そ
れが尽くされなければ即違憲とすることが可能となる。個人が主観的権利の侵害を訴訟において立証
することは、精神的にも時間的にも経済的にも過大な負担となるが、制度後退禁止原則を採用し立証
責任の転換や違憲性の推定を導くならば、人権保障に大いに資するであろう。制度後退禁止原則を生
存権裁判に一般的に導入することも、十分に検討に値すると考える。 
 
3. 生存権をさらに強化する憲法解釈論 
 
生存権をさらに強化するために、筆者はつぎの三つの憲法論もこれまでの紀要論文のなかで提唱し
てきた。すなわち、①生存権の法的性質については具体的権利説を採用することを前提に、訴訟類型
としては、㋐立法不作為違憲確認訴訟や㋑立法義務づけ訴訟、さらには㋒給付請求訴訟などをも認め
る。②生存権には自由権的側面と社会権的側面とがあるといわれているが、いずれについても、直接
の私人間効力を肯定する。③在留外国人および営利社団法人たる会社にも生存権を認める。いずれも
筆者の単なる個人的見解にすぎず、かなり構成に無理のある主張も多いが、あくまで試論として、ま
た、議論の契機としてあえて提唱したものであり、御理解を頂きたいと考える。 
 
3.1. 多様な訴訟類型 
少し古いデータではあるが、ホームページ上に公開されている厚生労働省の 2011（平成 23）年人口
動態統計では、同年の餓死者（死因が「食糧の不足」）は 45人である。巷に食料が満ちあふれ、最高
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度の“豊かさ”を享受しているように思われる現在の日本社会においても、このように社会の片隅で
忘れ去られ餓死していく人びとが毎年、少なからず存在している。その事実を知り、意識して生きて
いる者が果たしてどれくらいいるであろうか。私たちは、貧困にあえぐ人びとを見過ごし、切り捨て
ていく社会に生きているのである。これは、第一次的には政治部門（国会や内閣等）の政治責任であ
り、民主主義の原則からすれば、選挙を通じて国民の声を政治に反映させることにより改善すべき問
題ではある。しかし、政治的無関心により投票率は衆議院総選挙でさえ 50％程度であり、また、餓死
というような社会の片隅や底辺で少数の社会的経済的弱者に対して発生する事象については見えにく
いとともに隠されやすく、多数決の論理で改善されることは期待しにくい。よって、その時こそ、“憲
法の番人”であり、“人権保障最後の砦”である最高裁を頂点とした司法の積極的な活動が、国民的観
点から強く要請されるのである。 
思うに、政治部門の無為・無策により、日本のような豊かな国で少なからざる餓死者を発生させて
いる場合には、餓死の危険にさらされている国民は司法の力によって個別的に救済されなければなら
ない。前述したように生存権は、原則として具体的権利と解されるべきであるが、生存権を強化し社
会的経済的弱者の救済を貫徹するために、できうる限り多様な訴訟類型を国家責任追及の手段として
用意しておく必要がある。よって、このような場合には、国民は裁判所に出訴することにより、①そ
の不作為の違憲性確認、②救済立法制定の義務づけ、③憲法 25条 1項を直接の根拠とした生活費や食
料の給付等を国家に直接、請求することができると解する。 
例えば台湾人元日本兵損失補償請求事件の東京高裁判決（1985［昭和 60］年 8月 26日）では立法
不作為違憲確認訴訟を行政事件訴訟法上の無名抗告訴訟の一種である義務確認訴訟の一類型として肯
定しており、立法不作為違憲確認訴訟を現行法に根拠づけることは決して不可能なことではない。こ
の点、2004（平成 16）年の行政事件訴訟法の改正で、法律レベルでは、不作為の違法確認訴訟（同法
37条）や義務づけ訴訟（同法 37条の 2）がすでに法定されている。また、裁判所が違憲と確認した判
断は事実上、政治部門に強い影響を及ぼすことが予想される。たとえ仮に政治部門が裁判所の判決を
無視したとしても、かえってその問題性が明白となり、国民の強い抗議が必定であるから、決してそ
の効果は小さくはない（９）。さらに、訴訟の要件を厳格にして、絞りをかけることにより、国会の立
法権（憲法 41条）を侵害しない範囲でこれらの訴訟類型を認めることも十分に可能であると考える。 
 
3.2. 私人間効力 
 生存権には自由権的側面と社会権的側面とがあるが、直接の私人間効力を肯定する実益は、自由権
的側面についてはつぎのような事例に考えられる。例えば、①契約社員が突然、営利社団法人たる会
社（私人）から解雇を言い渡され、契約中に即時退去の条項があることを根拠にして社宅からの即時
退去を会社によって強制されたが、他に行く場所がなく生存自体が脅かされかねない場合、②会社か
ら加重な労働を強要され過労死の危険すらある場合、③会社内で罵倒やいじめを受け、精神を病んで、
自殺しかねない状況にある場合などに、憲法上の生存権を根拠にして会社にそのような行為の中止（不
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作為）を求めることが可能となりうる（１０）。 
 また、社会権的側面についてはつぎのような事例に考えられる。例えば、①生活困窮者が居住地の
社会福祉協議会（民間の社会福祉団体で私人）に生活支援を求めたにもかかわらず、あるいは、②生
活困窮者に無料で食料を提供する民間の NPO 法人であるフードバンク（私人）に食糧支援を求めた
にもかかわらず、正当な理由もなく無視され、生命が脅かされかねない場合などに、憲法上の生存権
を根拠にして支援の積極的行為（作為）を求めることが可能となりうる。このような社会福祉協議会
やフードバンクは、あくまで私人なのだから、本来、国民はこれらの団体に対して生存権を根拠に自
己の保護（作為）を請求することはできないはずである。しかし、この場合に生存権の社会権的側面
を直接に私人間にも適用するならば、憲法上の権利としてそれを請求することが可能となりうるので
ある（１１）。さらに、例えば農林水産省ホームページで公開されている「食品循環資源の再生利用等実
態調査」の結果によれば、平成 27年度の食品産業における食品廃棄物等の年間発生量は約 2,010万ト
ンで、これを業種別にみると、食品小売業が約 128万トン、外食産業が約 200万トンで、両者を合わ
せて全体の 16％となっている。そして、再生利用率は、食品小売業は 47％、外食産業にいたってはわ
ずか 23％であった。もし生存権の社会権的側面を私人間にも適用するならば、生活困窮者が大量の食
品廃棄物をだしている企業（私人）に対して、その有効活用（作為）を請求することも可能となりう
るのである。 
生存権を根拠とする主張を私人に対しても可能とするならば、国家の根本法で最高法規（憲法 98
条）たる憲法にもとづくものだけに、強いインパクト（事実的効力）があり、説得力も高い。また、
誰もが知る憲法を根拠とするだけに、その主張に高度な法的知識は不要である。さらに、憲法の積極
的活用として、憲法と国民との距離を近づけることにも資するであろう。かかる結論は、通説・判例
である間接効力説や近時有力な無効力説では導くことはできず、直接効力説の採用がぜひとも必要と
なる。 
 
3.3. 在留外国人や営利社団法人 
 在留外国人の生存権については、学説・判例は否定的立場にたっている（１２）。この点、帰化して日
本国籍を取得しているものの、失明時に韓国籍だったことを理由に障害福祉年金の受給申請を却下さ
れた在日韓国人が却下処分の取消を求めた塩見訴訟（最高裁 1989［平成元］年 3 月 2 日判決）では、
最高裁は 「社会保障上の施策における外国人の処遇については、国は政治的判断により決定でき、限
られた財源で福祉的給付を行うにあたり、自国民を在留外国人より優先的に扱うことも許される」と
判示し、生存権が在留外国人には日本人と同じ程度に保障されないことを明らかにした。生存権をど
の範囲でどの程度まで保障するのかは、多分に裁量判断とならざるをえず、最高裁の判断もやむをえ
ない面もある。行政実務上では、権利性は認めないものの、在留外国人にも一定の限度で生活保護法
を準用する取り扱いがなされている。すなわち、適法に日本に滞在し、活動に制限を受けない永住、
定住等の在留資格を有する外国人については、国際道義上、人道上の観点から、予算措置として、生
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活保護法を準用している。しかし、国際道義や人道を理由とするのでは限界は否めず、グローバル化
やボーダレス化が進展した現代社会では、在留外国人の人権、とりわけ生存にまつわる権利について
は、“いのち”の問題として憲法を根拠に特に手厚く保障する必要がある。日本が批准している国際人
権 A 規約（社会権規約 11 条 1 項）も「すべての者の権利」として「適切な生活水準」を保障してい
る。少なくとも在留外国人の生存権も憲法上、保障されることを原則として認めた上で、正当性と合
理性がある場合には例外的取り扱いも許されるというように、原則と例外を現在とは逆転させること
が必要であろう。そして、その場合、例外的取り扱いを認める要件たる正当性と合理性の有無は、個
別具体的な諸状況をもとに厳格に判断されるべきである。決して最高裁のように自由裁量による単な
る政治的・政策的判断と解してはならない。 
つぎに、営利社団法人たる会社の生存権については、生存権を法人に対して具体的に保障すること
は、権利の性質からして無理であり（権利性質説）、法人には生存権が認められないと解するのが圧倒
的通説である。というよりも、より正確には、法人に生存権を認める見解は皆無である。しかし、①
最高裁は、八幡製鉄事件判決（最高裁 1970［昭和 45］年 6月 24日大法廷判決）において、営利社団
法人たる会社が“自然人たる国民と同程度”の「政治活動の自由」（憲法上、明文はないが、憲法 21
条 1項の「表現の自由」の一環として認められている精神的自由権）を有することを承認している。
また、②会社は、法人税や消費税等を納付することにより、国民の義務である納税の義務（憲法 30
条）を果たしている。さらに、③法人は現代社会において一個の社会的実在として重要な活動を行っ
ている（実在説）。このように法人の実在性を認めるならば、法人の倒産は自然人の死に比肩すると考
えられる。とすれば、会社にも生存権を認め、生活困窮者（自然人）が生存権にもとづき国家に対し
て生活保護を請求できるように、会社（法人）が生存権にもとづき国家に対して保護・救済を請求で
きると考えることも不可能ではなかろう。④理論的には、会社の生存権は、個々の従業員が持つ生存
権の合一化したものと説明できる。このように、営利社団法人たる会社にも生存権を認める実益は、
例えばつぎのような事例に考えられる。すなわち、ある会社が資金難に陥っており、期日までに手形
金を支払わないと、銀行取引が停止され事実上の倒産となってしまうような場合、倒産したならば多
くの従業員が路頭に迷い生活しえなくなるとして会社が生存権を主張し、国家に対して手形金の不足
分の給付ないし貸与を請求したりすることも、絶対に成立しない解釈とはいえないのではないか。 
 
4. 生存権をめぐる近時の判例 
 
生存権をめぐる典型的な判例としては、食料管理法違反事件（最高裁 1948［昭和 23］年 9月 29日
大法廷判決）、朝日訴訟（最高裁 1967［昭和 42］年 5月 24日大法廷判決）、堀木訴訟（最高裁 1982［昭
和 57］年 7月 7日大法廷判決）、塩見訴訟（最高裁 1989［平成元］年 3月 2日判決）等が挙げられる
が、それらはいずれも結論的に原告の請求を認めず、生存権には厳しい判決であった。しかし、近時
では、生存権に深い理解を示す判決も散見されるようになってきた。そこで本章では、生存権をめぐ
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る比較的に近時の四つの判例を概観し、判決の変化の兆しを見ていく［尾藤 2009：134-141］（１３）。 
 
4.1. 中嶋訴訟 
中嶋氏の家庭は生活保護世帯であり、両親は自身が不遇な子ども時代を送ったことから、子女の高
校進学のために生活保護費から生活費を切り詰め、学資保険に加入して月 3千円の保険料を支払い続
けた。そして、進学時に 50万円の保険満期返戻金を受けたところ、福祉事務所によって、それが収入
と認定されて生活保護費が減額された。そこで、その行政処分の違法性が争われたのが本件である。 
福岡地裁（1995［平成 7］年 3月 14日判決）は原告敗訴を言渡したが、福岡高裁（1998［平成 10］
年 10月 7日判決）は一家の生活実態や一般の高校進学率の現状、生活保護世帯の高校進学の困難さ等
を詳細に認定した上で、原告勝訴とした。そして、最高裁（2004［平成 16］年 3月 16日判決）も「給
付される保護金品並びに被保護者の金銭及び物品（以下「保護金品等」）を要保護者の需要に完全に合
致させることは、事柄の性質上困難であり、同法は、世帯主等に当該世帯の家計の合理的な運営をゆ
だねているものと解するのが相当である。そうすると、被保護者が保護金品等によって生活していく
中で、支出の節約の努力等によって貯蓄等に回すことの可能な金員が生ずることも考えられないでは
なく、同法（生活保護法）も、保護金品等を一定の期間内に使い切ることまでは要求していないもの
というべきである。・・・要保護者の保有するすべての資産等を最低限度の生活のために使い切った上
でなければ保護が許されないとするものではない。・・・このように考えると、生活保護法の趣旨目的
にかなった目的と態様で保護金品等を原資としてされた貯蓄等は、収入認定の対象とすべき資産には
当たらないというべきである」と判示し、原告勝訴とした。 
憲法 25 条に関わる生活保護裁判において、最高裁で原告勝訴判決がでるのはきわめて稀であり、
今後への影響が非常に注目される判決である。生活保護費から努力して学資を捻出したら、それが収
入と認定され、生活保護費が減額されるのでは、自助努力を否定するに等しく、まったく不合理とい
わざるをえない（１４）。最高裁判決は当然であろう。 
 
4.2. 増永訴訟 
増永氏は、母子家庭の母として生活保護を受給しながら働きに出ていた。当時、勤務していた会社
は、交通の便が悪く、また、他市に住む長女に会いに行くためにも、やむなく弟の自動車を借用して
通勤していた。しかし、以前、増永氏には福祉事務所から自動車の所有および借用を禁止する旨の指
導指示がなされており、それに違反して自動車を使用したことを理由に保護廃止処分がなされた。そ
こで、その行政処分の違法性が争われたのが本件である。 
福岡地裁（1998［平成 10］年 5月 26日・判タ 990号 157頁）は、「自動車は、近時急速に普及率が
高まっているけれども、その本体価格自体、高額な物品であり、維持費や任意保険の保険料等の負担
も相当額にのぼるため、一般的には最低限度の生活には相応しくない高価な生活用品であるという観
念が依然として根強く残っていたものといわざるを得ない。そうすると、前記のような自動車の所有
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及び借用に関する通達等の取扱いは一応合理性を有するものということができる。ただ、①通勤のた
めの公共交通機関を利用することが著しく不便である場合・・・などの要件を満たし、かつ、その保
有が社会的に適当と認められるときには、例外的に保有が認められる」「保護の実施機関としては、処
分に至るまでになお自動車使用に関する適切な指導を試み、又はこの際、何らかの処分が必要である
としても、保護の変更や停止といったより軽い処分を行うなどして、原告の規範意識の涵養に努める
必要があったと考えられる」と判示し、当該行政処分を違法として取消を認めた（確定）。 
本判決は、福祉事務所による性急で配慮のない生活保護廃止は不利益処分として相当性を欠き違法
としており、高く評価しうる。安易で強権的な生活保護廃止を戒め、警鐘を鳴らす意味できわめて注
目に値する。 
 
4.3. 林訴訟 
林氏は日雇いの建設作業員であったが、不況による就職難と事故による障害などで就労できず、収
入がなくなり野宿生活を余儀なくされていた。そのため、福祉事務所に赴き、生活保護受給を申請し
たところ、「稼働能力の不活用は生活保護の受給要件に欠ける」として、生活扶助や住宅扶助などが認
められなかった。そこで、その行政処分の違法性が争われたのが本件である。 
名古屋地裁（1996［平成 8］年 10月 30日判決）は、「原告は、稼働能力があるとはいっても、重労
働に従事する能力はなかったものと認められる。 他方、原告は、可能な限り、求職活動をしているの
であって、就労の意思を有していたことは明らかである。しかしながら、野宿生活をしている日雇労
働者の原告が、右のような健康状態で就労先を見つけることは、極めて困難な状態であったと言える。
そうすると、原告は、軽作業を行う稼働能力は有していたが、就労しようとしても、実際に就労する
場がなかったものと認められる。 したがって、本件申請当時、原告が利用できる稼働能力を活用して
いなかったとする被告らの主張は、失当である」と判示し、行政の判断に過失を認め、原告一部勝訴
とした。しかし、名古屋高裁（1997［平成 9］年 8月 8日判決）は、稼働能力活用の機会は存在して
いたし、原告も求職のために真摯な努力をしていたとはいえない旨を判示して、原告逆転敗訴を言渡
した。その後、上告がなされたものの、最高裁（2001［平成 13］年 2 月 13日判決）は棄却し、高裁
判決が確定した。 
 原告に、実際に稼働能力や就労の意思があったかどうか、また、求職のために真摯な努力をしてい
たかどうかは、個別具体的な事情をもとに社会的経済的弱者救済の観点を重視して判断する必要があ
る。その点で、やはり一審判決の方が妥当と判断せざるをえないであろう。 
 
4.4. 高訴訟 
高氏は、手も足も身体も動かすことができない 24 時間介護が必要な障害者だが、障害年金や生活
保護を受け、その費用で介護者を雇って 20年以上も一人で生活をしていた。しかし、介護者は、ボラ
ンテイアを含めて 1日、約 8時間しか依頼できず、そのため通常は車椅子に座ったまま寝るしかなく、
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布団の上で寝ることができるのは 1週間に 1日だけだった。高氏の母は、息子の将来を心配し、苦労
をして障害者扶養共済年金の掛金を納付してきたが、その母が死亡した。だが、高氏に支給されるべ
き共済年金は、収入と認定され、生活保護支給額から差し引かれて実際には支給されなかった。そこ
で、その行政処分の違法性が争われたのが本件である。 
 金沢地裁（1999［平成 11］年 6月 11日）は、「たしかに、被保護者が現実に在宅で介護を受けるか、
収容保護を選択するかは、その人生設計の基本になることであり、被保護者の自己決定権が最大限尊
重されなければならない。しかし、他方で、被保護者の需要を現実に満たすには、保護の実施の裏付
けとなる財源が不可欠であることをも無視できない」「本件年金は、経済的生活保障というよりは、む
しろ、障害者の福祉増進、自立助長の面の強いものと解するのが相当である。本件処分は、本件年金
を収入と認定して、支給すべき生活保護費を算定した点において違法である」と判示し、当該行政処
分を取消した。この結論は、最高裁まで維持され、原告勝訴の判決が確定している。 
 本裁判で、「在宅保護によるか収容保護によるかの選択については原則として被保護者本人の意思に
よって決せられるべきである」との原則が確立したことは非常に大きな意味がある。また、その目的
として、経済的保障の面よりも福祉増進や自立助長の面が強い年金については、それを収入と認定し
て、生活保護費から差し引くことができないと明示した点も、きわめて妥当なものと解しうる。 
 
5. 具体的な実現方法 ― ベーシックインカム 
 
5.1. BIの概念と法的性質、根拠 
日本において研究者の多くが引用しているベルギーの政治経済学者ヴァン・パリースの BI の定義
はつぎのようなものである。すなわち、「その人が進んで働く気がなくとも、その人が裕福であるか貧
しいかにかかわりなく、その人が誰と一緒に住んでいようと、その人がその国のどこに住んでいよう
とも、社会の完全な成員すべてに対して政府から支払われる所得」をいう［パリース 2009：56］。よ
って、BI の特徴は、以下の通りとなる。①労働意欲とは関係しない。②財産の多寡とは関係しない。
③家族や同居人とは関係しない。④居住地とは関係しない。⑤国民のすべてを対象とする。⑥政府か
ら支払われる。この点、BIの思想的系譜は思いのほか古く、資本主義社会の成立期にまで遡ることが
でき、具体的には 18世紀末のイングランドの哲学者であるトマス・ペインやトマス・スペンスの所論
にその構想の端緒が見られるという［小沢 2002：101］。 
実業家で大学においても教鞭をとるゲッツ・ヴェルナーは、BIをドイツ憲法によって根拠づけてい
る。すなわち、ドイツ憲法 1条は「人間の尊厳は不可侵である。これを尊重し、かつ、保護すること
は、すべての国家権力の義務である」と規定し、また、ドイツ憲法には労働の義務の規定はない。ド
イツ憲法における基本権が依拠するところは、額に汗して働くこと（すなわち労働）にあるのではな
く、この世に生存していることだけにもとづく。尊厳をもって自由に生きる権利が無条件であるなら
ば、衣食住に対する権利も基本的な社会参加に対する権利も無条件でなければならない。他のすべて
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の基本権と同様に、“所得に対する権利”もまた人権であり、市民権なのである。よって、無条件の
BI を要求することは、「不可侵な人間の尊厳」や「自由で民主的な憲法にもとづく社会」にその根拠
があり、あたり前のことなのである［ヴェルナー2009：62-66］。また、イギリスにおいても、BIは市
民権にもとづいた所得移転と考えられ、市民所得（シチズンズ・インカム）の名称がしだいに一般的
となりつつあり、BI の市民権としての法的性格を強調することに異論はない［フィッツパトリック
2005：16］。 
 個人の尊厳（憲法 13 条）や自由主義（31条、81条等）、民主主義（前文、43 条）を規定した日本
国憲法の下でも、この論理は同様にあてはまる。確かに、日本国憲法には勤労の義務（憲法 27 条 1
項）が規定されているが、これは義務といっても働かないゆえに処罰を受けるものではなく、あくま
で倫理的、道徳的、訓示的規定である。同条は、せいぜい、働けるのに働かず自助努力をつくさない
者を国家は救済しないという程度の意味にとどまるのである。そして、日本国憲法の下では、25条の
生存権、すなわち「健康で文化的な最低限度の生活」の保障が、BIの重要な憲法的根拠になる。この
点、経済学者の中谷巌は、憲法 25 条の条文を引きながら、BI が憲法の精神を体現した制度であるこ
とを主張している［中谷 2008：332］。また、同じく経済学者の原田泰も、端的につぎのような趣旨を
述べている。すなわち、BIとは、すべての人に最低限の健康で文化的な生活をするための所得を給付
するという制度であり、それは憲法 25条の生存権にかなった制度である。人びとの生活を保障するこ
とは現代の先進工業国家がすでにしていることなのであり、すでに行っていることを別の形でするだ
けだから、財政赤字がさらに膨らむことはない。むしろBIは、すべての国民が最低限の健康で文化的
な生活を営むことができるようにするうえで、もっとも効果的な手段だから、財政支出を減らすこと
ができる［原田 2015：まえがきⅰ-ⅱ］。本来、貧困とは、大部分の人にとっては単にお金のないこと
である。日本では、約 990 万人の人が、年に 84 万円以下の所得で暮らしている。この人びとが、84
万円以上の所得が得られるように追加的に給付する費用は 2兆円にすぎず、それを 100万円に引き上
げても、給付に要する費用は 3.7 兆円にすぎない。貧困がお金のないという問題だとすれば、お金を
給付すれば貧困は解消できるはずである。しかし、人びとの所得を把握し、給付が人びとの働くイン
センティブをできうる限り歪ませないようにするために、給付の仕方に工夫がいる。その工夫が、す
べての人びとに基礎的所得を与える BIなのである［原田 2015：179-180］。 
そもそも人権が、人間がただ人間であることのみにもとづいて生まれながらに当然に持っている諸
権利であるならば、人間存在の複雑多様さに応じて各種各様のものが各人によってそのような権利と
して主張される可能性がある。しかし、そのような「人権」が直ちにすべて憲法の保障する「基本的
人権」となるのではない。そのような「人権」のうち特定的な内実によって基本的重要性を持つに至
ったと認められるとき（すなわち社会的承認の存在）、憲法典中に明記され、あるいは憲法 13条のよ
うな包括的基本権規定等を通じて、憲法の保障する「法的権利」となるものと解される［樋口・佐藤・
中村・浦部 1984：191］。この点、福祉ニーズには、何らかの社会的承認が必要とされるというある種
の規範的側面があり、それゆえ法的権利の生成のプロセスと重なってくる。すなわち、福祉ニーズの
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問題は、人権に関する主張が法的権利へと生成展開していくプロセスにつなげて考えていくことがで
きる［秋元 2008：77-78］。したがって、福祉的観点における BIの必要性の高まりが、BI制度の憲法
的導入を推進することになる。 
BI に対する国家レベルでの取り組みとしては、つぎのような具体例がある。すなわち、2016 年 6
月、スイスにおいて、BI導入の是非を問う国民投票が行われ、投票率 46.3%、賛成 23.1%、反対 76.9%
で否決となった。連邦政府自体が、制度導入に必要な巨額の財源の不足と経済競争力の低下、労働意
欲の低下について懸念を表明していたこともあり、スイス国民の支持も広がらなかった（１５）。これに
対して、2017年 1 月、フィンランドが国家レベルではヨーロッパで初めて BIの試験的導入を開始し
た。具体的には、2018 年 12 月までの 2 年間、無作為に選出された 2 千人の失業者に対して月に 560
ユーロ（日本円で約 6万 8千円）を支払うという内容である。この実験で、BIの導入が失業率の低下
にもたらす影響を調べる。貧困対策の新たな可能性として、フィンランドの試みは、にわかに注目を
集めている（１６）。また、BIを自治体レベルで試験的導入や検討をしている例としては、ユトレヒト（オ
ランダ）、グラスゴ （ーイギリス）、オリエント（カナダ）、オークランド（アメリカ）等があるという。 
 
5.2. BIの賛成論と反対論 
BIについては、日本では、賛成論よりも反対論の方が断然に有力である。この点、典型的な反対論
は以下の通りである。すなわち、①財政の確保が困難である（財源問題）。②勤労意欲が低下する。③
経済競争力がなくなる。④雇用の機会を奪う。⑤フリーライダーが生じる（“働かざるもの食うべから
ず”の思想）［飯田 2010：47-50］。⑥政府からの“手切れ金”として機能する可能性がある［武川 2008：
11-42，原田 2015：116-178］。 
 第一に、総務省統計局の人口推計によれば、2017（平成 29）年 8月時点での日本の総人口は約 1.27
億であり、一人当たり年間 120万円（すなわち毎月 10万円）をすべての国民に支給すると仮定するな
らば、それだけで必要経費は約 152兆 4千億円になる。さらに、BIに医療費は含まれないのであれば
医療費分の社会保障費が別途、必要になる。これほどの財源をどこからどのようにして確保するのか、
それは実際上、不可能であるというのが、BIに対するもっとも典型的かつ最大の批判といえる。この
点、財務省が公表しているデータ（平成 29年版「日本の財政関係資料」）によれば、日本の 2017年度
予算における純支出（一般会計と特別会計の純計額）は、約 240.5 兆円である。そのうち、年金・医
療・介護・失業給付・生活保護等を含めた社会保障関連費は、約 88.3兆円であり、約 37％を占める。
この数字を見ただけでも、BIによって必要とされる予算の膨大さがわかるであろう。 
 しかし、生存権を実現するために BIが真に理想的で望ましい制度であるならば、財源問題を理由に
導入に反対するのは本末転倒の議論である。いかにして財源を調達するかを議論すべきである。そし
て、それはまさに政治の責任であり、最大限の創意と工夫が求められる。例えば、BIを導入すれば社
会保障の制度はかなりシンプルにできることから、業務処理に必要な人員が減り、公務員の大幅な人
員削減が可能になる。また、有価証券や土地等の資産の転売差益（いわゆるキャピタルゲイン）や相
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続財産などの自分で生産したとはいえない所得に対する課税強化も検討に値する。この点、フランス
の経済学者トマ・ピケティは、富裕層の総資産に対する相続財産の割合が、1970年には 40％強だった
のが、2010年には 70％弱となっており、いちじるしい資産の不均衡が生じているとして、効率と公正
を両立させる政治制度として、資本に対する累進課税（最高税率が年 2％の累進課税による財産税と
年 80％の累進所得税）の世界的な導入を提唱している［ピケティ 2014：417-539］。BI のための財源
確保は決して不可能ではないであろう。 
第二に、働かなくても生活できるようになれば、勤労意欲が低下し、働かない人が増え、国の労働
力が低下する。生活のために働くということがなくなれば、必要な仕事に必要な数の労働者が集まら
なくなるし、とりわけ 3Kといわれるような過酷な労働環境の仕事は誰もやらなくなってしまう。 
 しかし、仕事というものは、単にお金を稼ぐ手段にとどまるものではなく、自己実現の手段でもあ
る。BIによって生活が保障されるならば、賃金の多寡とは関係なく自分がやりたい仕事を選べるよう
になり、仕事を趣味にすることができる。また、過酷な労働環境の仕事は、人びとから敬遠される分、
賃金はきわめて高くなり、ハイリターンとなってやりがいも生まれる。その面では、勤労意欲はむし
ろ向上するであろう。この点、ゲッツ・ヴェルナーは「私は多くの人びとに、ベーシック・インカム
が導入されたとして、それでもなお仕事をするかどうか質問しました。これまでのところ、尋ねたひ
と全員から『もちろん働く』という確固たる回答を得ています」と述べている［ヴェルナー2007：86-87］。 
第三に、BIを導入すると生活が保障されることになるので、利益を求めて他者と熾烈な経済競争を
やろうという気概は薄れる可能性がある。また、BIにかかるコストは、国民経済のいわば固定費とし
て加重な負担になる。よって、良いアイデアやイノベーションが生まれたとしても、労働力や財源が
ネックとなり実現することが困難となりかねない。さらに、労働力が失われて産業が衰退したり、増
税によって物価上昇がおこる危険も高い。とするならば、国家の経済競争力をいちじるしく弱めるこ
とになる。 
 しかし、後に述べるように、熾烈な経済競争を勝ち抜き経済成長することのみを美徳とするような
旧来の考え方自体を改める必要がある。本当に素晴らしいアイデアやイノベーションであれば、当然
に人びとの興味や関心を引きつけるであろうから、労働力や財源は自然に集まるはずである。自分の
利益になるかどうかという価値基準ではなく、社会の幸福につながるかどうかという価値基準が優先
され、評価されるようになる必要がある。 
第四に、BIで生活が保障されていることを理由に、企業側の採用は限定的になりやすく、必要最低
限度の人材しか雇わず、不要な人材は削減するという雇用企業の人材選別が行われ、労働市場の競争
激化で労働者の雇用の機会が奪われる可能性がある。さらに、BI制度を維持するための増税がその傾
向に拍車をかけることになる。 
しかし、雇用企業の厳しい人材選別は現在でも行われており、それゆえ派遣切りのような社会問題
が発生している。BI が導入されたからといって、それが急に激しくなるかは疑問である。むしろ BI
によって生活が保障されていれば、派遣切りのような社会問題自体がなくなるはずである。雇用の機
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会が奪われた時こそ、自分の真の生きがいを他に探すべきである。それを可能にする制度が BIであろ
う。 
 第五に、フリーライダーの問題とは、BIは無条件の事前分配であるため、誰かが生産のために払っ
た努力に、別の者が“ただ乗りする”のを助長し、経済的な意味での社会の持続可能性に脅威を与え
ることを意味する［神吉 2013：164］。これは、伝統的な“働かざるもの食うべからず”という価値観
にもとづく批判である。日本では生活保護受給者に対して社会的に厳しい目が向けられるのと同根の
問題である。 
 しかし、既存の社会財の大部分は、現在の労働の産物というよりは自然と過去の経済からの授かり
ものである（いわゆる「自然からの授かりもの」説）。よって、現在に生きるすべての者に分け前を受
給する資格がある。また、資本主義の経済の下では、全員に職を与えることができない以上、社会財
の価値を平等に分配するための次善の策は BI なのである［フィッツパトリック 2005：68-78］。むし
ろ BI制度の下で働かない者は、他の人に雇用の機会を提供しているとも考えることができ、その点で
は十分に社会に貢献しているといえよう。 
 第六に、生活ができる最低限度を給付するからそれ以外のことはしないという、国からのいわば“手
切れ金”としてBIが機能する可能性も指摘されている［立岩・齊藤 2010：23］。国が責任逃れの口実
に BIを使うならば、国民に対する総体としての社会的保障はむしろ貧弱なものになりかねない。 
 しかし、BIは人びとの現実的な自由を保障するために、できる限り大きくなければならず［パリー
ス 2009：123］、国は決して生活ができる最低限度の給付で満足してはならない。国民に対する社会的
保障が貧弱である以上、国は責任を果たしたことにはならず、“手切れ金”などということはありえな
いのである。 
 
5.3. 経済成長論から脱成長論へ ― 脱成長社会の実現 
“より遠く、より高く、より速く”“進歩を止めてはならない”というスローガンの下で、経済成
長は善であると信じ、経済的発展を目指し続けてきたのが戦後の資本主義社会である。資本主義には、
成長することと、さらにその成長を維持し続けることが運命づけられている。以前、そのあり様を「電
気カミソリが巻き起こす台風騒ぎ」と揶揄した経済学者がいた。「より長く仕事時間をとるためにより
速くひげを剃る、というコンセプトで、より速く剃れるカミソリが作られ、それが果てしなく続く」
というのである［ラトゥーシュ＆アルパジェス 2014：24-35］。例えば、日本においても、1949（昭和
24）年、東京・大阪間に戦後初の特急「へいわ」が登場したときの所要時間は約 9時間であったが、
現在では、東京・新大阪間は新幹線「のぞみ」でわずか 2時間 30分程度である。しかし、その時間短
縮のためには、膨大な労働時間が費やされ、さらにこれにより短縮した時間は、“さらにより速く”移
動するための技術開発に費やされる。決して労働時間が短縮することはないし、労働にゆとりが生じ
るわけでもないのである。 
 特に日本人は、“働かざるもの食うべからず”という価値観の下で、労働は美徳として、他国の人び
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とよりもずっと勤勉に働いてきた。これまで 1日 8時間労働は当然であった。日本人の価値観では働
かないことは悪であり、許すべからざることなのだから、国は失業解消のために膨大な国家予算を費
やすとともに、無駄ともいえる公共事業で無理やり雇用を創出してきた。また、企業も失業手当のた
めに重い経費負担を強いられてきた。社会でも、消費しなければ雇用は生まれないから、物を買って
はまだ使えるのに何の躊躇もなく惜しまず捨てる。資本主義社会は大量消費社会であり、資本主義で
は大量消費は奨励される。日本では、新車の償却期間（すなわち耐用年数）は、普通乗用車は 6年、
軽自動車は 4年、その期間が過ぎれば原則的に無価値と評価されてしまうが、実に不合理でもったい
ない話である。日本の高度な技術をもってすれば、“永久に切れない靴下”や“永久に切れない輪ゴム”
をつくることは可能であるそうだが、それをつくれば靴下工場や輪ゴム工場は倒産してしまうだろう。
携帯電話会社も、短期間により高性能の新機種を開発し、売り続けなければ、経済競争に敗れてしま
う。そこで携帯電話会社は熾烈な利益の奪い合いを演じるが、それほど頻繁に携帯電話を買い替える
必要など本当はまったくないのである［古山 2015：8-9］。資本主義の論理に染まった日本人は、それ
を疑問に感じることはほとんどないが、このような資本主義が必然的に産み出す“社会的無駄”は想
像もできないくらい甚大であろう。 
 しかし、今後、このような日本人の価値観は大幅に修正を迫られるのは確実である。すなわち、平
成 27年版の厚生労働白書によれば、2010（平成 22）年の国勢調査において約 1億 2,806万人であった
日本の総人口は、今後、出生数の減少と死亡数の増加により長期的な減少過程に入り、2048（平成 60）
年には 9,913万人と 1億人を割り込み、2060（平成 72）年には 8,674万人になると推計されている。
2010年時点より 4,132万人の減少となり、半世紀の間におよそ 3分の 1の人口を失うことになる（国
立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成 24年 1月推計）」）。このような状況では、
もはや持続的な経済成長は不可能であり、その必要もないであろう。 
イギリスのオックスフォード大学でAI（人工知能）などの研究を行うマイケル・オズボーンが、カ
ール・フライとともに執筆した「雇用の未来―コンピューター化によって仕事は失われるのか」とい
う論文によれば、コンピューターやAI、ロボットの技術革新が今後、急激に進展すれば、これまで人
間にしかできないと考えられていた数多くの労働が、機械に代替されることによって自動化され、人
間の労働は不要になるという。例えば、自動車が AI により自動走行できるようになれば、タクシー
やトラックは無人化され、それらのドライバーは失業することになる。オズボーンは、米国労働省の
データにもとづいて、702 の職種が今後どれだけ先端科学技術によって自動化され、人間の労働が不
要になるかを研究した。その結果、今後の 20 年程度で、米国の総雇用者の約 47%の仕事が自動化さ
れる可能性が高いと結論づけている。このように、人間の労働の多くが機械に代替され、人間が働く
必要のない社会の到来は確実に近づいているのである（１７）。そのような社会では、もはや国がいくら
膨大な予算を費やしても、いかに公共事業で無理やり雇用を創出しても、失業をなくすことは不可能
である。失業を悪とするのではなく、幸福の契機とする社会が求められるのである。 
 フランスの経済学者セルジュ・ラトゥーシュは、経済成長優先社会（すなわち経済成長のために経
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済成長を行う以外の目的を持たない経済によって構築されている社会）との決別の必要性を主張する
ために、“脱成長社会”という概念を提唱している。この点、脱成長社会とは、経済成長優先社会と決
別し、社会関係と政治的なるものを再生するために、経済成長と経済発展から抜け出した社会を意味
する。そして、ラトゥーシュは、経済成長への執着から断絶し、そこから解放された社会を実現する
ために、自主的に選択される簡素な生活をつくる必要があるとし、“八つのR”という再生プログラム
を提案している。すなわち、①再評価する、②概念を再構築する、③社会構造を再構築する、④再ロ
ーカリゼーションを行う、⑤再配分を行う、⑥削減する、⑦再利用する、⑧リサイクルを行う。これ
らは、相互依存的であり、社会の理想的な作用を理論化したものである。これらを実践することによ
り、穏やかで、持続可能な、楽しみと分かち合いに満ちた脱成長社会に近づくことになるのである［ラ
トゥーシュ 2013：57-75］。 
 オランダの歴史家でジャーナリストでもあるルトガ ・ーブレグマンは、コンピュータは 2029年まで
に人間と同等の知能を持ち、2045 年には全人類の脳の総計より 10 億倍の脳を持つようになるという
未来学者の主張に同意を示し、つぎのように続ける。すなわち、近い将来、AIとロボットがホワイト
カラー中間層の仕事を奪う。その一方で、テクノロジーによって少ない人数でビジネスを成功させ、
巨万の富を得ることも可能になっている（いわゆる「勝者が独り勝ちする社会」）。結局、テクノロジ
ーの恩恵を手放したくないのであれば、残る選択肢は“再分配”しかない。その具体的な方法は、BI
と労働時間の短縮である。すなわち、BI で金銭を、週 15 時間労働で時間を再分配するのである。ブ
レグマンは、このように述べて、AIと人間との共存のために、BIと週 15時間労働制の導入を強力に
主張している［ブレグマン 2017：181-207］。ブレグマンの思考の根底にも、経済成長最優先からの離
脱をめざす脱成長論があることは明らかであろう（１８）。 
 筆者は、日本においても、むしろ日本だからこそ、このような脱成長社会を目指すべきであると考
える。そして、そのための有効な手段として、日本での BI の導入も十分に検討に値する（１９）。憲法
13 条は幸福追求権を保障しているが、今こそ、“幸福”の内容と質が問い直されなければならない。
幸福のあり方が変化すれば、憲法 25条の「健康で文化的な生活」のあり方も当然に変わる。新幹線を
使い 2時間 30分で行く大阪よりも、特急で 9時間かけて行く大阪の方が楽しいかもしれない。喧騒だ
らけ都会の 50階建てタワーマンションの最上階よりも、自然に囲まれた田舎の一軒家の方が住みやす
いかもしれない。高級フレンチのフルコースよりも、一杯のかけ蕎麦の方が美味しいかもしれない。
少なくとも幸福のあり方は、国民各自がみずからの判断により自主的に選択することができなければ
ならず、各人の幸福の内容に国家が介入しては絶対にならない。国家は、国民各自がみずから幸福だ
と思える生き方を選択できるように、そして、その生き方を全うして、「幸福な人生だった」と回想し
て死ねるように、各人を側面から最大限にサポートするだけでいい。かかる立場にたつならば、BIは
憲法的にも理想的な制度ではなかろうか。BIはぜひとも日本においてその導入が積極的に検討される
べきである。今後、BIについては、憲法的観点から、さらなる研究を進めていきたいと考える。 
以上 
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注 
（１）「相対的貧困」とは、全世帯の可処分所得を 1人当たりに換算し、所得を低い順から並べ、中央
値の半分（いわゆる貧困線。2015年度は 122万円）に満たない人をさす。そして、その割合を「相対
的貧困率」という。相対的貧困率が高いほど、国民間の経済格差が大きいといえる。また、「子どもの
貧困率」とは、17 歳以下の子ども全体のうち、貧困線に届かない収入で暮らす子どもの割合をいう。
いずれも経済協力開発機構（OECD）で使用されている国際的な基準である。 
 
（２）具体的には、①「生存権（憲法 25条）の積極的活用への提言」（早稲田大学大学院社会科学研
究科紀要『ソシオサイエンス・第 17号』、2011［平成 23］年 3月）、②「生存権（憲法 25条）の法解
釈論―その法的性質を中心にして」（早稲田大学大学院社会科学研究科紀要『社学研論集・第 17号』、
2011［平成 23］年 3月）、③「生存権（憲法 25条）の法的性質論―いわゆる“言葉どおりの具体的権
利説”の成立可能性について」（清和大学法学部紀要『清和法学研究・第 18 巻-1』、2011［平成 23］
年 6月）である。 
 
（３）BIの制度の研究は、これまでは主に経済学者や社会学者によって行われてきており、その導入
の必要性について生存権との関係で憲法的に考察するということは、これまでほとんど行われてこな
かった。今後は、憲法的観点からの BIの研究が強く望まれよう。 
 
（４）まず、㋐プログラム規定説は、朝日訴訟（最高裁 1967［昭和 42］年 5月 24日大法廷判決）や
堀木訴訟（最高裁 1982［昭和 57］年 7月 7日大法廷判決）等の最高裁判例の立場であり、25条はプ
ログラム規定、すなわち、立法府に対する政治的指針ないし道徳的綱領を示す規定にすぎず、法的な
拘束力を持たない。よって、国がその努力を怠った場合、政治的・道義的責任は問われることはある
にしても、法的責任は問われない。法的な具体的権利は、個々の法律（生活保護法等）によって付与
されるとする。また、㋑抽象的権利説は、25条１項によって国民には法的権利としての生存権が保障
される。しかし、この規定を直接の根拠として裁判所に訴訟を提起して具体的権利を主張することは
できない。そのためには、立法による具体化が必要である。立法によって具体化されれば、25条は裁
判規範性を持つとする。そして、㋒具体的権利説は、生存権は国民の具体的権利であって、裁判によ
って即座に具体的内容を実現しうるとはいえないまでも、立法府の不作為の違憲確認を裁判所におい
て主張しうるとする。さらに、㋓言葉どおりの具体的権利説は、国民は憲法 25条 1項を直接の根拠に
して、金銭や食料等の具体的給付請求ができるとする。 
 
（５）朝日訴訟・最高裁判決は、「健康で文化的な最低限度の生活なるものは、抽象的な相対的概念で
あり、多数の不確定的要素を綜合考量してはじめて決定できるものであるから、その認定判断は、い
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ちおう、厚生大臣の合目的的な裁量に委されており、当不当の問題として政府の政治責任が問われる
ことはあっても、直ちに違法の問題を生ずることはない」と判示し、不確定な政策的要素を総合考慮
した上で適当に定められるべきものだから、客観的・一義的には確定しえないとする立場（相対的確
定説）にたっている。これに対して、朝日訴訟・第一審判決（東京地判 1960［昭和 35］年 10 月 19 日）
は、「『健康で文化的な』とは決してたんなる装飾ではなく、その概念にふさわしい内実を有するもの
でなければならないのである。それは生活保護法がその理想を具体化した憲法第 25 条の規定の沿革
からいっても、国民が単に辛うじて生物としての生存を維持できるというような程度のものであるは
ずはなく、必ずや国民に『人間に値する生存』あるいは『人間としての生活』といい得るものを可能
ならしめるような程度のものでなければならないことはいうまでもないであろう。・・・その具体的な
内容は決して固定的なものではなく通常は絶えず進展向上しつつあるものであると考えられるが、そ
れが人間としての生活の最低限度という一線を有する以上、理論的には特定の国における特定の時点
においては一応客観的に決定すべきものであり、またしうるものであるということができよう」と判
示し、客観的・一義的に確定しうるとする立場（絶対的確定説）にたっている［藤井 2008：174］。 
 
（６）塩見訴訟・第一審判決（大阪地裁 1980［昭和 55］年 10月 29日判決）や宮訴訟・控訴審判決（東
京高裁 1981［昭和 56］年 4月 12日判決）も分離論にたっているとされる。 
 
（７）芦部信喜は、憲法 25条 1項は国民が誰でも人間的な生活を送ることができることを権利として
宣言したものであり、同条 2項は国が社会国家として国民の社会権の実現に努力すべき義務を負うこ
とを認めたものであるとする［芦部 2015：252-253］。また、伊藤正己は、憲法 25 条 1 項は社会権の
理念に基づいて国民の生活面に対し生存権という権利を国民に保障したものであり、同条 2項はその
権利の実効化のためには国の積極的対応が必要であることから、国にその責務を果たすべきことを命
じたものであるとする［伊藤 1995：370-371］。そして、渋谷秀樹は、1項は生存権という主観的権利、
2 項は生存権を確実に保障する制度（客観的法規範）の整備・構築を法的に義務付ける規定と解すべ
きであるとする［渋谷 2017：260］。さらに、奥平康弘も、1項が権利（主観法）の設定を前面に押し
出し、2 項が比較的に広範に周縁領域をもカバーしながら、生存権をより確実に保障する制度（客観
法）を構築しようとする規定であるとする［奥平 1993：249］。 
 
（８）佐藤幸治は、原則的には抽象的権利説が妥当としながらも、生存権をもって具体的権利と解す
べき場合があると指摘し、生存権を具体化する趣旨の法律を廃止し、あるいは正当な理由なしに保護
基準を切り下げる措置は、生存権を侵害する行為として違憲無効となるとする［佐藤 1995：621］。ま
た、内野正幸は、1項を法的権利、2項をプログラム規定と解する 1項・2項分離論を前提にして、2
項はプログラム規定であるが、「向上および増進に努めなければならない」という部分を努力義務と解
することで、「『向上および増進に努める』ことに明白に反すること、すなわち合理的理由なく後退を
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もたらすことをしてはならない」という制度後退禁止原則を憲法上、導きうるとする［内野 1991：
154-156］。 
 
（９）最高裁は、1976（昭和 51）年 4 月 14日大法廷判決を嚆矢として公職選挙法の議員定数配分規
定が投票価値の平等（憲法 14条）に違反し、違憲または違憲状態とたびたび判決しているが、国会が
これを無視して法改正を怠るという事態が頻発してきた。最高裁の違憲判決にさらなる実効性を持た
せる手立てが必要といえる。 
 
（１０）2017（平成 29）年、大手広告会社において、入社してわずか半年の女性の新入社員に対して、
連日の深夜労働や徹夜勤務、休日出勤を強いるのみならず、上司がいわれなき叱責や罵倒を繰り返し
たことから、当該女子社員が自殺するという痛ましい事件も起きている。 
 
（１１）フードバンクとは、賞味期限内にもかかわらず廃棄される食品などを生活困窮者や福祉施設
などに無償で提供する取り組みをいい、フードバンク活動をする団体数は全国で約 70ある（農水省食
品産業環境対策室）。フードバンク活動は、これまで主に民間の NPO 法人によって担われてきたが、
近時では自治体によるフードバンクも出現している（例えば、群馬県太田市や前橋市）。 
 
（１２）「生存権（社会権）は国家とか国籍を超えて普遍的に保障されるべき権利である」とする考え
方もある。この考え方に立てば、日本に居住するすべての外国人に対して例外なくこの権利が保障さ
れるべきであるということになる［後藤 2013：34］。日本に居住し、納税や勤労の義務など日本国民
と同様の負担を担い、それを果たしている在留外国人は、日本社会の構成員であり、社会権が保障さ
れると主張することも十分に可能であろう。 
 
（１３）本論文において引用している判決の原文は、裁判所ホームページの裁判例情報から引用した。
http://www.courts.go.jp/app/hanrei_jp/search1 
 
（１４）数年前、かなりの収入が推測されるある芸能人（漫才師）の親（母親）が生活保護を受給し
ていたとして、社会から激しく糾弾された例に見られるように、生活保護の不正受給の問題は大きな
社会問題といわれ、非難の的になっている。しかし、厚生労働省が公表した 2015（平成 27）年度の生
活保護の不正受給の状況（全国厚生労働関係部局長会議の資料）では、不正受給の件数は 4万 4千件
弱で、保護世帯数に占める割合はわずか 2.7%に過ぎない。しかも、本件のように生活保護費から努力
して学資を捻出して隠していた場合や、親を助けようと高校生の息子がアルバイトをしたのに収入と
して申告しなかった場合等も、不正受給にカウントされている。もちろん隠れた暗数の存在も推測さ
れるが、日本においては、生活保護の悪質な不正受給はきわめて少ないことは確認されなければなら
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ない。 
 これに対して、日本では、捕捉率（生活保護を受給できるはずの世帯のうち、実際に受給している
世帯の割合を示す数値）の推計が、諸外国と較べて極端に低い。多くの国では 50％を超えているのに、
日本は 20％前後といわれている。また、保護率（総人口のなかで生活保護を受給している人の割合）
も毎年 2％程度であり、この点でも諸外国と較べ極端に低い。日本においては、生活保護が真に必要
とされる貧困生活者のところに届いてはいないことは確認されなければならない［山森2009：30-34］。 
 
（１５）日本経済新聞・朝刊・2016年 6月 5日付。 
 
（１６）ニューズウィーク日本版・2017年 1月 17日付。 
 
（１７）オックスフォード大学のマイケル・オズボーン准教授らの論文「雇用の未来—コンピューター
化によって仕事は失われるのか」はインターネットで全文のダウンロードが可能である（PDFファイ
ル・英語）。 
http://www.oxfordmartin.ox.ac.uk/downloads/academic/The_Future_of_Employment.pdf 
 
（１８）経済成長自体は必ずしも悪いものではないが、それを最優先するのは明白に誤りである。経
済成長はあくまで各人の幸福追求の結果の産物であるべきなのである。経済成長は必ずしも人間に幸
福をもたらすものではない。 
 
（１９）岡野内正は、BIが経済的に自立した個人を創り出せば、賃金労働に依存する賃金労働者階級
や男性の稼ぎ手に依存する家父長的家族関係は消滅し、また、グローバルな BIが導入されれば、強烈
な国家主義やナショナリズムが消滅すると主張している［岡野内 2016：20-21］。ただし、日本におい
て直ちに BIを導入することはきわめて困難であり、まずは BIへの国民的関心を盛り上げ、十数年を
かけて部分的段階的に拡大していく政策が必要であろう［成瀬 2011：193-196］。 
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